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平 成 ２ ７ 年 度 事 業 報 告 書

（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

当法人では、平成２７年３月、平成２７年度から平成３１年度までの５か年

を計画期間とする中期事業計画（以下「第４期計画」という。）を策定した。第

４期計画では、「研究開発」、「産業支援」および「人材育成・交流」の３つを柱

とし、第４期計画の初年度に当たる平成２７年度は、これまでの当法人の活動

を踏まえ、次のような視点から事業を行った。

研究開発では、原子力発電所の廃炉に活用できるレーザー除染装置の実用化

に向けた研究開発やレーザー切断技術の高度化研究をはじめ、品種改良、医療、

材料・エネルギー開発などの分野においても大学や企業と連携した研究を推進

し、今後必要とされる原子力発電所の廃止措置へ向けた研究、水素エネルギー

利用に向けた調査にも取り組んだ。

産業支援では、より企業ニーズ等を踏まえた支援の取組みの強化を行い、嶺

南地域の企業を中心に、新製品開発に係る研究及び販路開拓のための支援など、

地域産業の振興を図ってきた。

人材育成・交流では、ＩＡＥＡ等関係機関との連携を軸に、研修生・研究者

等を受け入れるとともに、シニア人材からの技術継承に関する研修の充実を図

るなど原子力人材の育成に貢献した。さらに、国内外の研究機関等との技術・

研究交流を行った。

併せて当法人は、こうした事業とともに、拠点化計画等に定められた諸施策

が円滑・効果的に進められるよう総合的なコーディネートを行った。
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研 究 開 発

当法人が優位性、独自性を有する研究分野を重点に、実用化を目指した将来的に地

域社会・経済に貢献する研究開発を進める。

１ エネルギー・環境分野

原子力発電所の廃止措置に適用可能なレーザー利用技術や、放射性廃棄物の処理技

術、高所や水中での放射線分布計測技術、バイオマスや太陽熱等を活用した未利用エネ

ルギー活用技術、有用植物・有用微生物を活用した環境影響の少ない水質浄化技術の開

発を行う。

ア レーザー技術を応用した除染技術、切断技術の開発

（ア）概要

レーザー技術を応用した除染技術・切断技術の開発を進める。また、福井県

内の企業等と協力して、将来の原子力発電所の廃止措置に備えた技術開発に取

り組む。

（イ）これまでの取組み

世界で初めて実用的レーザー廃止措置技術の実証に成功した。

除染技術開発では汚染試料を対象として高度な除染性能を実証するととも

に遠隔操作技術開発と耐放射線性能の評価と改善に取り組んだ。

切断技術開発では３００ｍｍ厚の炭素鋼とステンレス鋼の高速切断に成功

するとともに、照射部の小型軽量化など実際のプラント機器切断への適用化を

進めた。

レーザー加工技術の高度化（高速剥離等）研究を行うとともに、福井県工業

技術センター職員を対象にレーザー加工技術研修を実施した。

（ウ）平成２７年度の成果

引き続き、原子炉廃止措置等を行うために必要なレーザー除染装置の実用化

のための技術開発を行い、遠隔操作系およびレーザー伝送装置を検証するとと

もに放射線耐性の評価を行った。

切断技術開発では原子炉構造物への適用を目指して、小型化ヘッドを用いて

３０ｃｍ厚さの炭素鋼及びステンレス鋼の切断条件の最適化、ビームプロファ

イルの測定を行った。また、ロボットアームを用いて３次元ビーム制御技術、

ビーム捕捉や遮光技術など、実際の機器解体に必要な要素技術の開発を行った。
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金属材料のレーザー照射応答基礎データを蓄積するために、種々の金属材料

に対して、発光スペクトルをその場で測定するなど多角的な分析を実施した。

さらに、レーザー利用技術の県内への普及を目指し、工業技術センターと連

携して、レーザー加工技術の研究及び人材育成を実施した。レーザー加工に関

する研究では、ロボットクローラー装置、ロボットアーム装置およびレーザー

装置の開発研究を行うとともに、装置開発研修およびレーザーによる金属材料

剥離等の研修を行った。

イ 廃炉段階で役立つ情報の収集・整理・分析と技術の開発

（ア）概要

将来の廃炉で発生する放射性廃棄物の処理・処分、再資源化等、廃炉の円滑

な推進に貢献する技術の検討を行う。

（イ）これまでの取組み

廃コンクリートの再利用シナリオ、コンクリートひび割れ部からの液体の浸

透、廃油の性状、液体廃棄物固化体の模擬試験体の作製方法の予備的調査・検

討を行った。

（ウ）平成２７年度の成果

福井県におけるコンクリート廃棄物の現状を把握した上で、再利用シナリオ

を策定し、想定した再利用シナリオ事業に要するコスト試算とコスト削減のた

めの検討を行った。

液体廃棄物固化体に関しては、模擬試験体を作成し、リコンディショニング

予備試験を実施した。

ウ 放射線計測技術の開発

（ア）概要

高所や水中など接近困難な場所で、より効率的に放射能分布計測を行う技術

を開発する。

（イ）これまでの取組み

小型で効率的な放射線計測システムの開発を目指したシンチレーション材

料の開発や、大面積の放射能分布を効率的に可視化するための画像解析法の開

発を実施した。また、線源位置探査解析システムを構築して線源分布の効率的

な解析手法の評価を行い、福島県内における現地等の測定により実用性を調査

した。



- 4 -

（ウ）平成２７年度の成果

作業環境下における放射線計測用途として、軽量で取り回しの容易な検出器

や水中にも適用可能で軽量な検出器の検討を行った。

空間線量の測定値から線源位置を推定する手法を適用し、人工放射線場およ

び自然放射線場におけるモニタリング技術の向上を図った。

エ 未利用エネルギー利用技術開発

（ア）概要

バイオマス資源から低いエネルギー投与で効率よくエネルギー、有用物質を

生産する技術を開発する。

また、太陽炉の効果的な活用方策を探求し、実現性を評価し効果を実証する

とともに、熱を有効利用する観点で開発した泡駆動式ヒートパイプの実用化に

向けた検討を行う。

さらに、水素エネルギー利用に向けた技術開発に取り組む。

（イ）これまでの取組み

バイオマスエネルギー技術開発では、木質バイオマスから、自然エネルギー

等（生物作用・太陽熱）を活用したシステムでエタノールを生成・回収するこ

とに成功した。

太陽熱等利用技術開発では、フレネルレンズを用いた太陽炉を開発し、約２

５００℃の超高温場を生成した。これまでに開発した太陽炉を活用したもみ殻

からのシリコン抽出や高結晶化グラフェン形成などへの適用を試みた。

ポンプ等の動力を必要とせず、熱輸送方向が切り替え可能な泡駆動式ヒート

パイプを開発した。

（ウ）平成２７年度の成果

農林水産廃棄物の加熱分解による有用物質生産においては、トウモロコシの

皮、豆類の殻や枝、魚粉などの農水産物の非食部位をマイクロ波で加熱処理す

ることで、医薬品原料となり得る化学種が従来のヒーター加熱よりも低い温度、

高い効率で特異的に生成することを確認した。また、加熱処理後の残渣はろ過

による捕集効率が向上しており、水分との分離が容易になることを確認した。

大型太陽炉について、日常メンテナンスによって設備性能維持に努めた。化

学剥離グラフェン修復実験を継続し、エタノール環境下の２０００℃加熱で乱

層構造の高品質グラフェンの形成を確認した。また、九州大学と協同してＪＡ

ＸＡの公的資金に応募し、「月土壌の水素還元システムの構築－低品位原料の

工業的利用を目指して－」が採択された。

気泡駆動型循環式ヒートパイプの実用化への取組として、地中熱を利用した
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駐車場のヒートパイプ融雪装置を設置して性能試験を行った。

また、水素エネルギー利用（製造等）に関する関連技術の現状調査を開始し

た。

オ 生物作用を利用した環境浄化・修復技術の開発

（ア）概要

三方五湖や北潟湖など、富栄養化した汽水湖沼(塩分を含む湖沼)において、

有用植物や有用微生物を用いて、環境にやさしく、浄化後の産物が利用可能な

富栄養化原因物質(リンや窒素分)吸収手段を提供するため、耐塩性を付与した

アブラナや、光エネルギーを利用して増殖を行う光合成細菌を用いた水質浄化

手法を開発する。

（イ）これまでの取組み

植物を用いた研究では、有用植物であるアブラナを水上で栽培する手法を開

発し、淡水湖沼での実地栽培試験を実施した。また、この手法を汽水湖沼に適

用するため、耐塩性アブラナを作出した。

微生物を用いた研究では、浄化と有用物質生産を効率良く行うことができる

光合成細菌の開発、および菌体の環境中への逸出を防止する手法の開発を行っ

た。

（ウ）平成２７年度の成果

植物を用いた環境浄化では、耐塩性変異体変異遺伝子の環境拡散を防止する

手法として、粒子線照射による雄性不稔アブラナの作出を試み、雄性不稔変異

体候補を得た。また、耐塩性変異体の遺伝子解析を進め、平成２６年度にＲＡ

ＰＤ法によって得られた耐塩性ＤＮＡマーカーの塩基配列を決定した。

細菌による環境浄化では、光合成微生物の増殖速度の光強度および温度依存

性について検討した。光強度の増加に伴い増殖速度は増大し、試験した範囲で

は強光阻害は見られなかった。増殖性は温度に大きく影響を受け、温度の高い

条件では増殖速度が増大することが明らかになった。
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２ 医療分野

治療効果が高く、患者への負担の少ない適正な照射線量の把握、生体の放射線応答

機構の解明、治療時の腫瘍部における線量分布を簡便に評価する技術など、陽子線によ

るがん治療および照射技術の高度化・効率化に取り組む。

ア 粒子線がん治療高度化のための生物応答解明研究

（ア）概要

陽子線治療の高度化・高効率化に向けて、細胞分子生物学および実験動物学

的手法を駆使した基礎研究を推進する。

（イ）これまでの取組み

福井県立病院陽子線がん治療センターと連携し、より治療効果が高く、患者

の負担が少ない適正な照射線量を把握するための基礎研究を実施した。

また、新治療法の臨床研究開始に向けた生物学的な検証研究を推進するとと

もに、生体の持つ放射線応答機構を活用して治療効果の向上を計るための検証

研究を開始した。

（ウ）平成２７年度の成果

陽子線を分割して全身照射したモデルマウスの放射線感受性、骨髄幹細胞の

増殖能および正常臓器に与える影響を解析し、分割全身照射の耐容線量を評価

した。また、細胞の持つ修復系が誘導されるよりも低い線量の陽子線被ばくに

よって損傷を受けた幹細胞は、照射後、短期間のうちに排除される可能性が示

された。さらに、担がんマウス実験系を用いて、腫瘍に対する陽子線局所照射

を実施し、腫瘍動態の解析を実施した。

Ｓｕｐｅｒ－ＳＣＩＤ（重度複合免疫不全）マウスモデルを用いて陽子線を

照射し、陽子線の照射による腫瘍抑制効果について検討した。

脳腫瘍へのホウ素中性子補足療法における放射線脳壊死の病態解明と制御

法開発のため、マウス頭部への局所照射野を形成し、線量分布の評価を行い、

照射試験および状態観察を実施した。

細胞質への照射の有無によって、細胞内で働く情報伝達経路が異なることを

実験的に証明し、細胞質への照射がある場合にＤＮＡ修復が亢進するメカニズ

ムの一部を明らかにした。
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イ 粒子線照射技術の高度化研究

（ア）概要

陽子線がん治療時の腫瘍部における線量分布を簡便に評価する技術を開発

し、治療計画の時間短縮と治療効果の向上に寄与する。さらに、開発した技術

を陽子線治療のみならずＸ線治療にも適用することを目指す。また、粒子線治

療に係る各種工学的要素を含んだ課題の解決につながる知見を蓄積する。

（イ）これまでの取組み

陽子線線量分布のリアルタイム計測・可視化システムを構築するための基礎

的研究を推進するとともに、開発技術の社会的ニーズおよび市場見通し等の調

査を開始した。また、スキャニング照射法など治療高度化技術の開発に取り組

んできた。このほか、これまで蓄積してきた知見や開発した技術を提供するこ

とにより、福井県立病院陽子線がん治療センターの円滑な立ち上げに貢献した。

（ウ）平成２７年度の成果

照射野の線量分布を蛍光板によりリアルタイムでモニタリングする手法の

開発として、線量分布と発光強度分布の相関、陽子線のＬＥＴ変化に対する発

光強度についてのデータを取得し、評価を行った。また照射野における線量分

布のリアルタイムモニタリングや目視による照射野を確認できるシステム構

築に着手した。

また、線質測定技術の開発として、放射線治療に伴う副作用低減を目指し、

ＣＲ３９（固体飛跡検出器）や生体等価の物質を用いて、患者体内で発生する

二次粒子を測定する手法を開発した。

さらに、放射線施設に用いられる建築部材の遮へい性能評価研究や陽子線Ｃ

Ｔ技術の開発に関する研究を行った。

このほか、陽子線がん治療臨床機能の福井県立病院への移転前に治療を行っ

た患者の経過観察を行った。
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３ 農業・生物分野

イオンビームを用いた植物・菌類の育種技術、植物工場に適した機能性野菜の開発

や省エネ、低コスト栽培技術の開発を行う。

ア 植物・菌類のイオンビーム育種研究

（ア）概要

イオンビーム育種技術で、新規の特性・機能等を有する、あるいは有用物質

の生産につながる植物・微生物を作出する。

また、イオンビーム育種の発展と普及に資するため、植物や微生物の育種手

法開発に関する基礎研究を実施するとともに、技術や知見の伝達を目的とした

県内試験研究機関に対する研修や研究会を実施する。

（イ）これまでの取組み

植物のイオンビーム育種技術では、種苗会社と共同で新しい花卉類の作出に

成功し、これまでに５品種の品種登録を終え、３品種の登録を申請中である。

また、植物に対する適正線量決定期間を短縮する手法を開発した。

菌類については、抗がん物質を産生する冬虫夏草菌や、キチンからＮ－アセ

チルグルコサミンを産生する土壌細菌のＮ－アセチルグルコサミン生産性の

向上に成功した。また、企業のニーズ等を踏まえ、イオンビーム照射により有

用物質を高効率で生産するイシクラゲ変異体を作出する研究に着手した。

さらに、福井県食品加工研究所、福井県総合グリーンセンターの職員を対象

としたイオンビーム育種研修を実施した。

（ウ）平成２７年度の成果

平成２６年度までに培養系を確立したイシクラゲの各系統に対して、イオン

ビーム照射を実施し、紫外線（ＵＶ―Ａ, ＵＶ―Ｂ）耐性株を得ることが出来

た。

平成２６年度までに照射を行ったビンカ、ユーストマ、サフランなどの植物

の育成および選抜作業を行った。

炭素線を用いたイネ育種研究に関し、平成２６年度に求めた適正線量で照射

したイネを圃場展開し、照射第二世代の種子を得た。さらに、平成２６年度に

得られた照射第二世代イネを圃場展開し、矮性、大粒などの変異体を得た。オ

オムギ育種に関しては、適正線量で照射した苗から照射第二世代の種子を得て、

これらを圃場展開した。

耐熱性エタノール発酵糸状菌の温度耐性の安定化を試み、４０℃の繰り返し

回分培養でエタノールを安定に生産できる菌株を構築した。
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光合成可能培養系に関する基礎的な研究を行い、デンプンを高蓄積するクズ

培養細胞系を構築した。

シロイヌナズナ根端分裂組織で見られた照射によるＤＮＡ損傷の残存と生

存率との関係が、ペチュニア側芽茎頂においても成立することを確認した。ま

た、ＤＮＡ損傷検出を安定して実施するため、ＤＮＡ損傷マーカーに対するモ

ノクローナル抗体を作製した。酵母の粒子線による品種改良の効率化研究に着

手し、選抜開始時期と、変異体取得効率との関係を調べるための実験系を整備

した。

福井県総合グリーンセンターの研究員に対する、ニセマツタケを対象とした

イオンビーム育種研修を実施し、高成長性変異菌糸を選抜するための培養手法

に関する指導を行った。また新規に園芸研究センター研究員に対する、花卉品

種（キク、サルビア、レンゲ等）に対する育種研修を開始した。

また、県内公設試験研究機関等に対してイオンビーム育種意見交換会を開催

した。

イ 植物工場関連技術開発

（ア）概要

施設園芸での生産に適した機能性野菜の開発および機能性野菜生産手法の

開発を実施する。

また、ランニングコストの低減を図るため、外光を利用した効率的な照明シ

ステムや地中熱を利用した温調システムの開発を行う。

（イ）これまでの取組み

高生長性リーフレタス品種や単為結果性大玉トマトの高品質品種の作出に

成功するとともに、好塩性の機能性野菜であるシーアスパラガスの工場生産法

を開発した。

また、ＬＥＤを光源とする店頭設置型植物栽培装置を試作した。気泡駆動式

ヒートパイプとヒートポンプを組み合わせた地熱援用ハイブリッド温調シス

テムの開発に取り組んでいる。

（ウ）平成２７年度の成果

葉菜類６種（レッドサラダ、サニーレタス等）に対し、種々の照明条件によ

る栽培実験を実施し、生育および機能性成分の蓄積性に関する様々なデータを

取得した。機能性成分を高蓄積とするために必要な赤/青ＬＥＤの混合比を明

らかにした。

好塩性野菜の人工光栽培環境下での栽培条件を確立した。

照射光の不足分をフィードバックして補光する光制御装置を試作し、野菜栽
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培試験を行った。無補光および一定補光条件と比較し、フィードバック補光制

御を取り入れることで、より適切な栽培環境が与えられることを確認した。
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４ 多様な分野の活動を支える技術開発

加速器の高効率かつ安定運転のための技術、加速器からのイオンビームを用いた材

料分析技術、原子力関連機器等の開発のため加速器を使用して機器や材料の放射線耐性

評価ならびに評価技術、高い付加価値を持つ材料・安価な代替材料等の開発を行う。

ア 加速器技術の開発・高度化

（ア）概要

タンデム加速器およびシンクロトロンからのビームを用いた実験研究のた

め、加速器の高効率かつ安定運転のための技術開発を行う。

（イ）これまでの取組み

タンデム加速器では、絶縁性能を回復させ、耐電圧性能を向上させるととも

に、加速高電圧の制御方法を多様化することにより、実験手法に適した制御方

法の選択および制御のバックアップを可能とした。

シンクロトロンでは、制御の安定性の改善を図り、出射ビーム強度信号を出

射用高周波発振器に帰還することで、出射ビーム強度の時間構造を制御する方

法を導入した。

（ウ）平成２７年度の成果

タンデム加速器について、絶縁ガス循環系を一定温度に制御するための機能

拡充および加速高電圧制御の精度向上等に取り組んだ。また、重イオン用ター

ゲットの冷却効率の向上により電流量制御の簡易化の方法を探った。シンクロ

トロンについては入出射効率の向上と出射ビーム強度の制御精度向上のため、

バンチ振動の抑制に取り組み、原因を特定した。

また、産業技術総合研究所と超電導加速器を用いた陽電子ビーム発生法に関

する研究を共同で行った。

イ 加速器利用分析技術の開発・高度化

（ア）概要

加速器からのイオンビームを用いた材料分析技術の開発を行う。マイクロビ

ームを用いた微細領域の二次元元素分析、飛行時間測定法を用いた薄膜の深さ

方向分析等の分析技術の開発および高度化を行う。また、これらの技術を用い

た生体・生物中の元素の動態の研究、エネルギー関連物質中の軽元素分析等の

研究を行う。
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（イ）これまでの取組み

マイクロビームを用いた微細領域の二次元元素分析では、歯質中のフッ素お

よびカルシウム分布測定、アジサイおよび茶葉中のアルミニウム分布測定を行

った。また、薄膜分析のための飛行時間測定弾性反跳粒子検出（ＴＯＦ－ＥＲ

ＤＡ）法開発、および重イオンビームを用いたラザフォード後方散乱（ＲＢＳ）

法の開発を行った。

（ウ）平成２７年度の成果

加速器を用いたリチウム定量分析法の開発では、標準的なリチウム標的の作

成から開始した。安定な化合物であるフッ化リチウムを窒化シリコン薄膜へ真

空蒸着し、２０～６００ｎｍの様々な厚さの標的を作製した。蒸着表面の観察

も行い、蒸着厚に対して非常に均一に蒸着できており、分析法を開発するため

の試料として使用可能であることが分かった。

ＴＯＦ－ＥＲＤＡ法の開発においては、パラジウム薄膜やリチウム電池電極

などの分析を行い、水素濃度について評価を行った。また、検出器高度化のた

め、立体角を工夫するなど実験を行い、深さ分解能を高める条件が確認できた。

このほか、粒子線励起Ｘ線分光（ＰＩＸＥ）法や粒子線励起γ線分光（ＰＩ

ＧＥ）法等により、歯質中のフッ素やカルシウムの分布からう蝕の評価、植物

中の微量金属元素分析、リチウムイオン電池電極のリチウム分布評価などを実

施した。

ウ 放射線場で利用される機器・材料の評価技術開発

（ア）概要

原子力関連機器の高経年化対策や宇宙機搭載用機器の開発に必要なデータ

を取得するため、加速器等を使用して機器や材料の損傷評価、放射線耐性評価

ならびに評価技術開発を行う。

（イ）これまでの取組み

イオン照射による磁性材料の基礎特性変化を評価したほか、原子炉構造材料

等の劣化をイオン照射を用いて評価する手法の開発を行った。

マイナーアクチニド回収用吸着材のα線照射に対する耐性を調査するため、

ヘリウムイオンビームを吸着材に照射した。

宇宙機搭載用機器（放射線検出器、素子等）の宇宙線耐性評価や評価手法開

発を実施した。また外部利用や依頼照射にも対応した。

（ウ）平成２７年度の成果

イオン照射された中性子照射模擬材料を、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）内で

引っ張り、その場観察を実施した。その結果、照射材は非照射材と比較して積
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層欠陥が多く、移動するたびに形状が変化する様子が観察された。また、先行

して運動する積層欠陥のすべり痕に沿って後続の積層欠陥が進んでおり、転位

チャンネルに類似したすべり帯が形成されていることが分かった。加えて、転

位が粒界を超えるときのせん断応力を計算した。

マイナーアクチノイド回収用吸着材のα線照射耐性を調査することを目的

とし、241Ａｍからのα線を模擬したＨｅ2+イオンビームを模擬吸着材に照射し、

生成する劣化物の同定を行うとともに照射に伴う性能低下挙動を評価した。

このほか、人工衛星搭載用半導体等の放射線損傷評価、放射線検出器の信号

模擬試験、宇宙線照射を模擬した鉱物へのイオン照射実験、Ｃ型小惑星表面鉱

物模擬物質に対する太陽風プロトンの影響の評価等について、大学等と共同研

究を行ったほか、企業等からの依頼に基づいた照射試験を実施した。

エ 材料技術の開発

（ア）概要

種々の材料（金属、高分子等）の製造（バルク/薄膜）、表面改質、形態制御、

複合化等のプロセス関連技術と観察・分析技術等、これまでの成果を活用し、

高い付加価値を持つ材料・安価な代替材料等の開発、観察・分析技術の高度化、

企業等からの要請に応じた材料関連技術支援等に取り組む。

（イ）これまでの取組み

ポリイミド系高分子電解質膜を作製し、マイクロポンプに応用することに成

功するとともに、金属薄膜作製技術を活用して鉄白金薄膜永久磁石の保磁力を

最大１．５倍程度引き上げることに成功した。高純度ステンレス鋼の安価な製

造方法や安価なチタン複合材料の開発に取り組み、技術原理の成立性を確認し

た。また、こうした研究開発に資するために、電子顕微鏡観察技術等の高度化

にも取り組んだ。

さらに、イオン照射、成膜、分析の研究を行うとともに、福井県工業技術セ

ンター職員を対象に研修を実施した。

（ウ）平成２７年度の成果

ポリイミド系高分子ファイバーの開発においては、電解紡糸法によるファイ

バー化の条件検討を行い、ファイバー径は溶液濃度を上げることおよび雰囲気

湿度を下げることにより大きくなることが明らかになった。ポリイミドスルホ

ン酸高分子からの脱スルホン化の反応条件を見いだした。得られたポリイミド

系高分子の溶媒溶解性と耐熱性を評価した。

高分子材料上の金属めっきの密着性に関する研究においては、密着性に大き

く影響する表面状態を評価した。予備材料としてシリコン、高分子材料として
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ポリイミドを用いて、アルカリ溶液処理前後の表面を透過型電子顕微鏡（ＴＥ

Ｍ）および原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）により観察し、ナノメートルのオーダー

で表面凹凸を評価可能なことを明らかにした。

高純度金属の精製研究では、ステンレス鋼に対し、新しい精製手法（高真空

および減圧Ｈe 環境下での熔融）を適用して低廉かつ不純物除去効率の高いス

テンレス鋼の高純度化技術の開発に取り組んだ。

レアメタルフリー・高強靭性チタン材の開発研究では、窒素強化型チタン材

を作製し、機械的性質や結晶粒内に形成される析出部を評価した。開発目標で

ある常温での引張強さ１０００ＭＰａ、破断伸び２０％以上を達成した。析出

物と母相の結晶方位関係や格子定数を電子線回折図形から評価した結果、析出

物は母相と比較して窒素濃度が高いという結果が得られた。

放射線利用技術の県内への普及を目指し、工業技術センターと連携して、イ

オンビームによる材料改質・薄膜分析技術の研究及び人材育成を実施した。成

膜に関する研究ではシリコンの成膜による金属表面の着色法を開発し、工業技

術センターの職員に対してその手法の研修を行うと共に、県内企業に情報提供

した。また、イオン照射法の研修として、イオン照射による電気伝導性向上実

験の実習を行った。イオンビーム分析研究においては、ＴＯＦ－ＥＲＤＡ法に

おけるビーム粒子の違いによる分析結果の違いを測定し、より有効な活用方法

を考察した。イオンビーム分析の研修では大気中における粒子線励起Ｘ線法に

ついて、原理から実践まで一連の研修を行った。

このほか、高分解能電子顕微鏡等の科学機器を活用し、地域の企業、大学等

と下記の共同研究を行った。

・フレキシブル導電材料のための金属皮膜の耐久性向上に関する調査研究（県

内企業）

・ナノ複合めっきに析出した粒子の微視的評価（県内企業）

・摩擦を利用したナノ結晶微細構造表面膜の創製と評価（福井高専）

・ウエットプロセスによるシリコンインタポーザ形成技術の開発（福井高専）

・太陽電池の Siウエハー・電極界面の微視的評価（県内企業）

・アルミナゾルの粒径・形状制御技術の研究（県内企業）

・洗浄液による銅の除錆・防錆機構の解析（県内企業）

など。
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産 業 支 援

拠点化計画等に基づき、地域の産業の振興を図るため、企業などの商品開発等の科学

的分析・評価の支援、産学官連携による新事業創出に向けた研究開発・事業化支援を行

う。

１ 技術・研究支援

福井県若狭湾エネルギー研究センター（以下、「エネ研」という。）に設置されている

科学機器を企業、大学、研究機関に貸し出すとともに、技術相談を行い製品開発等を促

進する。また産学官が連携した研究開発を実施するため、国等の競争的資金の積極的な

獲得を目指す。

ア 科学機器等の利用支援

（ア）概要

企業等の課題解決をサポートするため、福井県工業技術センターと連携し、

多分野にわたる研究員の専門知識や技術ノウハウ、加速器や高度な科学機器等、

当法人およびエネ研が有する人的・物的資源を活かして、技術相談から機器の

利用、測定・分析ノウハウの提供まで、ワンストップのサービスを提供する。

（イ）これまでの取組み

科学機器の利用については、インターネットによる科学機器予約確認システ

ムの運用および科学機器オペレータの充実などにより利用促進とサポート能

力の向上を図ってきた。

また、県内企業等の分析評価技術の向上を図るため、走査型電子顕微鏡装置

や電子プローブマイクロアナライザー装置などの科学機器を用いた分析・評価

技術についての研修を開催した。

（ウ）平成２７年度の成果

福井県工業技術センターと連携し、企業等のより多くの課題解決に向け、適

切な分析・評価サービスの提供を行った。

科学機器の利用について、平成２７年度は１，８８５件の利用があった。ま

た、企業ニーズを踏まえ、新たに公開した「原子間力顕微鏡」研修を加える等

カリキュラムの見直しを行った上で、科学機器利用研修等を６回開催し、２７

名の参加があった。
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イ 技術支援・相談

（ア）概要

企業の技術開発段階に生じたトラブル等に対し、専門的知識を有する研究員、

オペレータ等が相談に応じ、課題解決に向けてサポートを行う。

（イ）これまでの取組み

企業のさまざまな課題について、分野や内容に応じた研究員等によるアドバ

イスや分析等の支援を行った。また、福井県工業技術センターや（公財）ふく

い産業支援センターなど適切な外部機関・大学への橋渡しをはじめとしたコー

ディネートを行った。

（ウ）平成２７年度の成果

継続したコーディネート活動を行うとともに、企業の技術開発や商品開発を

見越した技術支援を行い、平成２７年度は３２３件の相談に対応した。

また、当法人に設置した嶺南地域中小企業特別相談窓口を通じて、福井県工

業技術センターや商工会議所とも連携を図りながら、３１件の企業の技術相談

に対応した。

さらに、当法人の関係部門と合同で、４６件の企業訪問等の活動を実施し、

研究に係わるニーズを把握し、アドバイス等を行った。

技術相談の例として、化学製品を取り扱う企業から、原料のロット間の材

料・品質管理上のばらつきを定量化したいとの要望があったが、液体クロマト

グラフ質量分析装置を用いた分析をすることで、定量化が可能であることを説

明し、科学機器の利用を通じて解決する事例があった。

ウ 公募型競争的資金獲得

（ア）概要

県内企業等の技術開発、商品開発を支援するため、国等の競争的資金を活用

した産学官が連携した研究開発を実施する。

（イ）これまでの取組み

・戦略的基盤技術高度化支援事業については、「電子線照射等により界面接着力を

向上させたアラミド等有機繊維強化樹脂による耐衝撃性に優れた軽量構造部

材の開発」（平成２２年度から平成２３年度、以後平成２４年度から補完研究

中）および「家庭用固体高分子形燃料電池の高耐食性金属セパレータの開発」

（平成２２年度から平成２４年度、以後平成２５年度から補完研究中）を実施

した。

・（独）科学技術振興機構（以下「ＪＳＴ」という。）の研究成果展開事業復興促
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進プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ）については、ロータス型ポーラス金属製コリメ

ータを用いたベータ線検出技術の開発を、平成２４年度から平成２５年度にか

けて実施した。

・都市エリア産学官連携促進事業（一般型）については、当法人が中核機関とな

って、イオンビーム照射および組織培養による育種技術を用いた高成長野菜の

新品種開発、熱移送システム、大学等のシーズを活かした有害物質の分解除去

や水素の製造・貯蔵・分析技術の開発を、平成２０年度から平成２２年度の３

か年計画で実施した。

・ 低炭素社会に向けた技術シーズ発掘・社会システム実証モデル事業については、

石油炊き空調が主流の農業ハウス等へヒートポンプの普及を図るため、ヒート

ポンプ空調において、気流、流速制御により温度むらを抑制するシステムの開

発を行ったほか、霜取時や複数台機器使用時の高効率制御技術を開発し、省エ

ネ効果を実証した。

・国家課題対応型研究開発推進事業のうち、廃止措置等基盤研究・人材育成プロ

グラム委託費について、「西日本における福島第一原子力発電所の廃止措置に

係わる基盤研究・人材育成の拠点形成」を申請したところ、一部（単年度での

フィージビリティ・スタディ）が採択され、検討を実施した（平成２６年度）

（ウ）平成２７年度の成果

競争的資金等を活用したプロジェクトへの展開を図るための体制を強化す

るとともに、研究開発課題をより積極的に提案した。

ＪＡＸＡの宇宙探査イノベーションハブのうち、太陽系フロンティア開拓に

よる人類の生存圏・活動領域拡大に向けたオープンイノベーションハブとして、

「月土壌の水素還元システムの構築－低品位原料の工業的利用を目指して－」

（平成２８年度）が採択され、当法人は太陽炉を用いた水素還元実証実験を行

う。

その他、継続中の事業については着実に進めた。

・地域イノベーション戦略支援プログラムについては、「健やかな少子高齢化社会

の構築をリードする北陸ライフサイエンスクラスター」（平成２５年度から平

成２９年度）に参画し、当法人は陽子線がん治療における高度な照射法に対応

した検証技術の開発を実施した。

・戦略イノベーション創造プログラムのうち、次世代農林水産業創造技術につい

て、「戦略的オミクス育種技術体系の構築」（平成２６年度から平成３０年度）

に参画し、当法人は炭素イオンビーム育種技術の高度化に取り組んだ。

・戦略的基盤技術高度化支援事業について、「世界最大出力レーザによる次世代重

電産業での超厚板溶接技術開発」（平成２５年度から平成２７年度）を実施し

た。
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・文部科学省科学研究費補助金助成事業について、「磁場中凝固による高アスペク

ト比・規則化ロータスメタルの製法開発と機能材料への応用」（平成２５年度

から平成２７年度）を実施した。

また、これまでに競争的資金を活用した研究開発について、事業化を目指し、

補完研究を行った。
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２ 新事業創出支援

企業と大学、研究機関のニーズ・シーズのマッチングを図るなど産学官のネットワ

ークを活用した新事業、新産業の創出等を推進するとともに、県内企業の研究開発や新

技術、新商品の開発の取組みを支援する。

ア 産学官ネットワーク形成の推進

（ア）概要

「福井県技術開発事業化ロードマップ」と「エネルギー研究開発拠点化計画」

に沿って、多様な企業群と大学、公設試験研究機関等との連携による産学官の

ネットワークを形成し、原子力・エネルギー関連技術等による新事業の創出、

新産業の形成を目指した取組みを実施する。

（イ）これまでの取組み

平成２０年度から産学官で構成する「ふくい未来技術創造ネットワーク推進

協議会」を設立し、事業化を目的とした課題解決のために４研究会の活動を平

成２５年度まで支援した。

平成２６年度には当該年度の「エネルギー研究開発拠点化計画推進方針」に

基づき、産学官ネットワーク「ふくい未来技術創造ネットワーク推進協議会」

を、（公財）ふくい産業支援センターとともに「新ふくい未来技術創造ネット

ワーク」に見直し、技術講演会等を実施した。

（ウ）平成２７年度の成果

平成２７年６月に「ふくいオープンイノベーション推進機構」が設立され、

これに伴い「新ふくい未来技術創造ネットワーク」は同機構に移行した。

「ふくいオープンイノベーション推進機構」のもとで、平成２８年３月に「災

害対応ロボット技術開発研究会」を設立し、「第１回災害対応ロボット技術開

発研究会」を開催した。また、レーザー等の技術調査を実施した。

イ 研究開発支援

（ア）概要

県内企業の研究開発を支援し、新たな事業、新たな商品を促進するため、助

成事業を行う。また、嶺南地域の「ものづくり」産業を支援するため、新技術、

新商品の開発の取組みを促進する補助事業を行う。

（イ）これまでの取組み

事業化に向けた産学官連携による可能性試験調査研究の取組みに、（公財）
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ふくい産業支援センターとともに、「可能性試験調査研究事業」で調査研究費

等の支援を実施してきた。また、嶺南地域の「ものづくり」支援として、「嶺

南企業新産業創出シーズ発掘調査事業」の支援を実施してきた。

なお、平成２６年度「エネルギー研究開発拠点化計画推進方針」に基づく、

「ふくい未来技術創造ネットワーク推進協議会」の活動の見直しに合わせ、「可

能性試験調査研究事業」を終了させ、従来までは嶺南企業のみを対象としてい

た「嶺南企業新産業創出シーズ発掘調査事業」を再構築し、嶺北企業も活用で

きる「新産業創出シーズ発掘事業」に改め、平成２６年度は４件の支援を行っ

た。

また、嶺南地域の「ものづくり」支援として、「嶺南地域新産業モデル事業」

の支援を実施し、平成２６年度は１２件の支援を行った。

さらに、平成２４年度から「エネルギー研究開発拠点化計画推進方針」の充

実・強化分野の新製品・新技術の開発を支援するために、「拠点化計画促進研

究開発事業」の支援を実施し、平成２６年度は８件の支援を行った。

これまでの研究開発支援により、「身体汚染防護服」、「除染対応資材」「引張

強度向上ロープ」の商品化や「ＣＦＲＰプレス成型技術」の開発、「タングス

テン遮へい材」の開発、「水中モニタリング装置」の開発など今後の事業化等

が見込める成果も出ている。

（ウ）平成２７年度の成果

県内企業、特に嶺南地域の企業が取り組む新技術・新商品の開発を促進する

ため、研究開発の内容により当法人の研究員も参画して、拠点化計画に掲げる

産業の創出・育成に資する研究開発の支援を行った。

平成２７年度は、「新産業創出シーズ発掘事業」に６件、「嶺南地域新産業モ

デル事業」に８件（廃止承認申請１件）、「拠点化計画促進研究開発事業」に５

件の支援を行った。

「拠点化計画促進研究開発事業」に関して、これまで実施した補助事業につ

いて、成果評価会を開催した。

平成２７年度は、「福井梅を使用したリキュールなどの開発」や「ＬＥＤ照

明を用いた新育苗設備の研究」など、６件の新製品・新技術が開発された。

ウ 県内企業の原子力関連業務への参入支援

（ア）概要

県内企業の原子力関係業務への参入、受注拡大を支援するため、プラントメ

ーカとの商談会等の開催や、メンテナンス業務を行っている元請企業との情報

交換会を開催する。
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（イ）これまでの取組み

プラントメーカとの情報交換会を以下のとおり開催した。

平成２２年度：プラントメーカ等との展示商談会（県内参加企業３０社）

平成２３年度：三菱重工業および関連企業（県内参加企業２１社）

平成２４年度：三菱電機および関連会社（県内参加企業１６社）

平成２５年度：日立グループ（県内参加企業１２社）

平成２６年度：三菱重工業（県内参加企業２８社）

また、原子力関連業務への参入および受注拡大を目指す企業を対象に、メン

テナンス業務を行っている元請企業等と情報交換会を開催した。

（ウ）平成２７年度の成果

県内企業が保有する技術の廃止措置への活用や、廃炉業務への県内企業の参

入促進のため、「廃止措置に係る工事計画説明会」を計画し、開催に向けた調

整を実施した。

また、原子力関連業務への参入および受注拡大を目指す県内企業７社を対象

に元請企業との情報交換会を開催し、現場の実情や業務の内容などの情報収集

を行った。
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人 材 育 成 ・ 交 流

国際的な原子力人材の育成や原子力関連業務従事者研修等の人材育成を行う。また、

海外研究機関等との研究交流、関西・中京圏との連携の推進、国際会議等の誘致などの

技術・研究交流を行う。

１ 人材育成支援

関係機関と協力し、国際的な人材の育成に取り組む。また、国内の原子力関連業務

従事者の育成に取り組む。

ア 国際的な原子力人材の育成

（ア）概要

国内外の原子力発電所の安全な運転維持のための人材の確保や世界的な原

子力発電所の導入計画への貢献を目指し、関係機関と連携し原子力人材育成を

行う。

（イ）これまでの取組み

平成２３年度からベトナムほかアジア諸国の原子力関係者向け研修を、平成

２５年度からＩＡＥＡ関係の研修を実施し、平成２６年度は合わせて８２名を

受け入れている。平成２５年度には、カタール政府の要請により原子力防災研

修を実施した。

平成２２年度から毎年、アジア原子力人材育成会議を開催し、各国の原子力

導入等の状況や人材育成のニーズを確認しているほか、平成２３年度から２５

年度にはマレーシア・タイなどの原子力新規導入計画国を対象とした海外での

講師派遣研修を行った。

国内人材の国際化に向け、平成２３年度から２５年度には国際原子力人材育

成コースを、平成２６年度は原子力グローバル人材育成セミナー２０１４を開

催した。また、平成２３年度から県内および関西・中京圏の大学院生８名の海

外留学を支援してきた。

（ウ）平成２７年度の成果

① 国外の人材育成

海外研修生受入事業として、次の研修を開催した。

・「メンタリングコース」では、アジア・アフリカから１４名が参加し、

日本の技術や安全対策等について研修
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・「ポリシースクール」では、アジア諸国等から１０名が参加し、日本の

原子力政策や立地地域と原子力の関わり等について研修

・「原子力発電の安全に関するＡＮＳＮ講師育成研修」では、アジア諸国

から１３名が参加し、ＩＡＥＡの国際基準や福島事故の教訓、原子力安

全の住民理解活動等について研修

・「原子力プラント安全コース」では、アジア諸国等から１０名が参加し

原子炉施設等の安全技術等を研修

・「原子力行政コース」では、アジア諸国等から１２名（リトアニアから

のオブザーバー２名を含む）が参加し、原子力技術利用の安全に関わる

行政の管理等を研修

・「原子力施設立地コース」では、アジア諸国等から９名（リトアニアか

らのオブザーバー２名を含む）が参加し、原子力施設等の立地に係る審

査や広報等について研修

・「広報・理解活動（ＰＡ）コース」では、ベトナムから８名が参加し、

広報・理解活動等を研修

・「原子力発電安全基盤コース」では、ベトナムから１２名が参加し、原

子力発電の安全基盤技術等について研修

② 国内の人材育成

原子力人材の国際化を図るため、大学院生３名の留学支援を行ったほか、

社会人の国際化セミナーとして「原子力グローバル人材育成セミナー２０１

５」を実施した。

③ 人材育成ネットワークの強化

人材育成事業の一層の充実を図るため、福井県国際原子力人材育成ネッ

トワーク協議会やアジア原子力人材育成会議を開催するとともに、ＩＡＥ

Ａとの連携協議を行った。

イ 原子力関係業務従事者研修

（ア）概要

国内の原子力発電所の安全な運転維持のための人材確保に資するという観

点から、国内技術者向け実務研修や原子力保修技術技量認定講習等を実施する。

（イ）これまでの取組み

平成１７年度から国内の現場ニーズに応じた研修を実施し、毎年約１，０００

名の受講者を受け入れてきた。福島第一原子力発電所事故以降、原子力発電を

取り巻く状況が大きく変化している中、研修ニーズに対応した見直しを行い、

平成２６年１１月には受講者の累計が１万人を超えた。
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なお、平成２５年度から事業の継続性を高めるため、技量認定講習について

一部有料化を図った。

（ウ）平成２７年度の成果

研修の実施状況や将来の原子力発電所の廃止措置も見越した県内企業のニ

ーズなどを踏まえ、研修カリキュラムの充実や技量認定制度について検討し、

シニア人材の活用も図るなど、より充実した研修を行い、平成２７年度末には

受講者の累計が１１，４３８人となった。
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２ 技術・研究交流

海外の大学、研究機関等と研究協力、人材交流等を行うとともに、関西・中京圏等

の大学等との共同研究を推進する。また、国際会議等の誘致を行う。

ア 海外研究機関等との研究交流

（ア）概要

研究開発拠点の形成を目指す取組みの一環として、当法人と海外の研究機関、

大学等との共同研究、研究者の交流・研修等を積極的に進める。

（イ）これまでの取組み

オーストラリアのクイーンズランド大学とエネルギー技術および放射線利

用研究の分野で研究協力を推進するため平成２３年８月４日に研究協力協定

を締結するとともに、カナダのオンタリオ工科大学および福井工業大学と陽子

線線量測定や検出器の開発などの分野について平成２３年１０月２５日に研

究協力協定を締結した。

平成２２年度から平成２６年度に、文部科学省の原子力研究交流制度により、

ベトナムおよびバングラデシュから４名の研究員の受入れを行った。

また、当法人の「海外研究員・研究生受入制度」により、平成２４年度から

当法人の他、福井大学、福井県立大学、福井工業大学、原子力安全システム研

究所から受入れ可能な研究テーマの提案を受け、応募者から毎年３～５名を選

定し、１２名を受け入れてきた。福井大学と研究生の派遣元の大学間で交流協

定が締結されるなどの成果も生まれている。

（ウ）平成２７年度の成果

海外との研究協力、研究者の研修・交流を進めるとともに、大学や研究機関

等での研究者等の受入れを支援し、アジア諸国等とのより活発な研究交流およ

び情報交換を推進した。

平成２７年度は、当法人の海外研究者・研修生受入制度により５名を受け入

れた。また、ＩＡＥＡの研修員制度（フェローシップ）を利用して、タイから

１名の研修員を受け入れた。

イ 関西・中京圏との連携の推進

（ア）概要

県内の原子力・エネルギー研究の充実を図るため、関西・中京圏をはじめ県

内外の大学や研究機関との連携を深める。
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（イ）これまでの取組み

当法人と関西・中京圏の大学等との共同研究は、「基礎研究」と、事業化／

実用化を目指す企業が研究体制に加わった「産学連携研究」に関して、公募に

より実施した。

（ウ）平成２７年度の成果

関西・中京圏の大学等との共同研究については、当法人が展開する研究に資

する分野の共同研究に重点を置きながら、平成２７年度は、採択予定数を大幅

に上回る応募の中から選考された７件の共同研究を実施した。

ウ 国際会議等の開催・誘致

（ア）概要

国際会議等を誘致することにより、原子力先進県である福井県を世界に向け

てアピールするとともに、福井県の魅力を発信することにより福井県の知名度

の向上を図る。

（イ）これまでの取組み

平成２２年度からアジア原子力人材育成会議を開催し、平成２３、２５年度

にはアジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣＡ）の会合を本県で開催した。

また、平成２５年度には「原子力施設の廃止措置と除染へのレーザー応用に

関する国際ワークショップ」、「ＰＩＸＥシンポジウム」、「イオンビーム育種研

究会」等を開催した。

（ウ）平成２７年度の成果

平成２７年度は、「ＦＮＣＡ人材養成プロジェクト・ワークショップ」、「原

子力発電計画における広報・理解促進活動に関する技術会合」、「第１２回マイ

クロビーム放射線応答国際ワークショップ」、「日本加速器学会年会」等を開催

した。
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エネルギー研究開発拠点化計画の推進

拠点化計画推進の総合的なコーディネート

（ア）概要

「研究開発」「産業支援」「人材育成・交流」の取組みを積極的に進め、産業の振

興・地域の活性化に貢献するとともに、拠点化計画に基づく多くの施策が円滑に進

み、また、それらの施策が地域の振興や研究開発拠点の形成により効果的なものに

なるよう関係機関の連携と協力を求めるなど引き続き総合的なコーディネートを

行い、拠点化計画推進の中核機関としての役割を果たしていく。

（イ）これまでの取組み

拠点化計画に基づき決定された推進方針に掲げられた施策が着実に実施される

よう計画実施機関を集めた検討会を開催するとともに各種施策の検討委員会等に

参加するなど拠点化計画の推進を図った。

（ウ）平成２７年度の成果

平成２７年度推進方針が着実に実施されるよう関係機関による検討会の開催や

各種施策の検討段階からの議論に参加するなど、充実・強化分野の項目を中心に拠

点化計画推進に向けた総合的なコーディネートを行った。

また、当法人が中心となる事業として次の事項に取り組んだ。

・ＩＡＥＡとの連携強化による人材育成の充実

  ＩＡＥＡの研修を誘致、開催するとともに、研修生等の受入れを推進

・国内の原子力安全の人材育成、技術・技能の継承

  シニア人材からの原子力技術・技能の継承などの研修を充実等

・災害対応ロボットの技術開発の推進

全国規模の災害対応ロボット関連の競技会を誘致等

・除染・解体に対応する高度レーザー技術の開発

  レーザー除染・切断装置の開発、実用化等

平成２７年１１月に策定された２８年度の推進方針では、これまでの「安全・

安心の確保」、「研究開発機能の強化」、「人材の育成・交流」、「産業の創出・育成」

という４つの基本理念(柱)はなお継続・発展しつつ、原子力発電を支えてきた立地

地域の雇用、経済への影響に対応する「嶺南地域における新産業の創出」と、福島

第一原子力発電所事故の反省と教訓を踏まえた「強固な安全対策を具体化」を別記

に掲げる充実・強化分野とし、施策を推進することとした。
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（別記）

エネルギー研究開発拠点化計画 平成２８年度「充実・強化分野」の概要

『嶺南地域における新産業の創出』

［新産業創出支援］

産学官による研究・製品開発の支援や原子力関連技術の移転により、嶺南地域におけ

る新産業の創出を加速します。

○新産業創出拠点の整備

・原子力関連技術の移転による研究開発や経営相談等により、嶺南地域における新

産業創出に向けた支援を行うための拠点を「アクアトム」に整備

○ふくいオープンイノベーション推進機構による連携

・「ふくいオープンイノベーション推進機構」による産学官金での企業支援の枠組み

を活用し、ドローンやレーザー等、成長市場への県内企業の参入を支援

［廃炉への対応］

長期にわたる廃止措置を地域産業の振興につなげるため、廃炉業務への県内企業の参

入や技術開発を促進するなど、廃炉関連ビジネスの育成に取り組みます。また、将来に

わたり廃止措置を支える高度レーザー技術の開発や人材の育成を進めます。

○廃止措置の安全かつ着実な実施

・「廃止措置技術センター」において、美浜発電所１，２号機の廃止措置を安全かつ

着実に実施するとともに、廃止措置に関連した研究、技術開発、他業者との連携

を推進

・敦賀発電所に設置された「廃止措置準備グループ」において、敦賀発電所１号機

の廃止措置準備を行った上で、廃止措置を安全かつ着実に実施し、廃止措置に関

連した研究、技術開発、他業者との連携を推進

○廃炉業務への県内企業の参入促進

  ・「廃炉業務評価委員会」において、県内企業の製品等の実用性を評価し、廃炉業務

での積極的な活用を促進

○廃止措置を支える高度レーザー技術開発・人材育成

  ・原子力施設の廃止措置等における除染技術のニーズ等を踏まえ、レーザー除染装

置の実用化に向けた、除染能力の改良、実証を実施

  ・ふげんの廃止措置等への適用に向けて、レーザー切断技術の改良、実証を進めな

がら、中長期的には、商業炉の廃止措置等における切断技術のニーズ等を踏まえ

た、レーザー切断装置を開発

  ・県内外の高専生や大学生を対象に、廃止措置技術等への理解促進を目的としたセ

ミナー等を開催

  ・県内企業の技術者を対象に、原子炉の解体撤去技術や放射線管理など廃止措置の
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技能向上を図る研修を実施

［エネルギーの多元化への対応］

エネルギーの安定供給の一環として、ＬＮＧ（液化天然ガス）関連インフラの具体的

な整備方法を検討するほか、水素利用、波力発電・バイオ燃料に関する調査研究を推進

し、エネルギーの多元化を図ります。

○ＬＮＧ関連インフラの整備

・「福井県ＬＮＧインフラ整備研究会」における検討結果を踏まえ、本県におけるＬ

ＮＧ受入基地、火力発電所、パイプラインの具体的な整備方法を検討

・冷熱利用や将来の水素社会の到来を視野に入れた関連産業の創出予測調査を実施

○水素エネルギー利用の検討

  ・将来の水素エネルギー利用に備え、水素の利用等に関する調査研究を実施

○「１市町１エネおこし」プロジェクトの推進

  ・「１市町１エネおこし」を目標に、再生可能エネルギーの導入を検討する地域協議

会を各市町に設立

○波力発電技術やバイオ燃料製造技術の調査・研究

  ・スリット式防波堤を利用した小規模波力発電について、敦賀港鞠山地区防波堤で

計測した波浪データをもとに、実証試験に向けた装置設計や水槽実験等を実施

  ・マイクロ波照射により林地残材等からバイオ燃料を精製する技術を開発

  ・バイオ燃料製造装置の試作開発、技術実証

［植物工場・大規模園芸施設の普及］

品種改良技術や植物工場技術の研究開発・実証を促進し、植物工場や大規模園芸施設

の一層の普及を図ります。

○品種改良・植物工場技術の高度化

・国の研究機関との連携により、市場性が高く、植物工場での生産に適した新品種

の開発や、空調、光源、省エネ等の植物工場に必要な栽培システムを構築

○エコ園芸振興拠点化プロジェクトの推進

・「嶺南地域エコ園芸推進協議会」を通じ、嶺南地域において、ヒートポンプを活用

した新たな大規模園芸施設の整備を促進

・エコ園芸農業を普及・推進するため、大規模園芸施設の整備を支援

『強固な安全対策の具体化』

［原子力の安全を支える人材・技術の維持・発展］

国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との連携により、アジアをはじめ、世界の原子力の安全

を支える人材育成を推進するとともに、我が国の原子力の将来を担う学生や若い技術者

を対象とした研修を実施します。

○ＩＡＥＡとの連携強化による人材育成の充実
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・ＩＡＥＡと締結した覚書の下、原子力発電、原子力安全および原子力科学・応用

分野における協力を推進するとともに、全国の原子力人材育成ネットワークの中核

的な役割を担うよう、国や関係機関と協議・調整

・将来、各国のリーダーとなることが期待される若手人材を対象に、原子力に関す

る幅広い課題について学ぶ機会を提供するため、国内の関係機関とＩＡＥＡが共同

開催する「原子力エネルギーマネジメントスクール」を本県に誘致

  ・原子力国際協力センター等との連携により、東南アジア等の国々を対象としたＩ

ＡＥＡの研修を誘致、開催するとともに、ＩＡＥＡ等を通じ、中東諸国からの研

修生等の受入れを推進

  ・原子力発電のほか放射線医学や放射線監視等の分野において、ＩＡＥＡ主催の研

修会を誘致するとともに、ＩＡＥＡからの研究者の受入れや共同研究を推進

○国内の原子力安全の人材育成、技術・技能の継承

・将来の原子力技術・安全を担う学生をはじめ海外の人材育成に必要となる実習の

場を確保するため、教育・研究施設に対して講じるべき今後の施策を検討

・原子力関連業務に従事する若手技術者を対象に、シニア人材からの原子力技術・

技能の継承に関する研修を実施

○原子力人材育成機能の充実

・「福井県原子力人材育成センター」を敦賀市の中心市街地にある「アクアトム」に

移転し、施設の利便性向上を図るとともに、関係機関との連携により、研修実施

体制を充実

［原子力緊急事態対応の体制整備・技術開発の推進］

原子力発電の安全・安心を確保するため、世界最高水準の原子力緊急事態支援機関（原

子力レスキュー）を県内に整備し、原子力緊急時対応に備えるとともに、パワーアシス

トスーツの実証や災害対応ロボット等の開発を進めます。

○原子力緊急事態支援機関の整備・運用

・電気事業連合会が取りまとめた『基本計画』に基づき、原子力緊急事態支援組織

（仮称）を設立し、屋外訓練フィールド（一部）とヘリポートの運用を開始

・原子力緊急事態支援機関（原子力レスキュー）整備検討準備会の提言を踏まえ、

電気事業連合会が目指す世界最高水準の支援機関となるよう運用要領や訓練計画

の策定など事業の進捗を確認

○災害対応ロボットの技術開発の推進

  ・原子力災害等に対応する国産ロボット技術を向上するため、県内企業の技術を活

用した「災害調査用ドローン」の開発を推進

○原子力災害現場における緊急時対応資機材の開発

  ・県内の企業や大学の技術を活用し、機能性の高い防護服や放射線の遮へい素材、

汚染水の拡散を防ぐ遮水シート等、原子力災害の現場等で使用する緊急時対応資
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機材を開発

  ・地域の技術を活かし、原発事故や定期検査等に対応する技術開発を支援
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平成２７年度事業計画 推進指標

○研究開発

指標
平成２７年度

目標

平成２７年度

実績
評価

１ 論文等発表件数
件

２７ ３７ 目標を達成した。

２
学協会等が開催する会

議等での発表件数

件
７５ ７６ 目標を達成した。

３ 特許・品種登録出願件数
件

５ ４
有効な特許の出願に努
めるとともに、特許の周
知・浸透を図る。

○産業支援

指標
平成２７年度

目標

平成２７年度

実績
評価等

４
県内企業の科学機器利

用件数

件
２００ １９４

科学機器利用への働き
かけを継続して実施す
る。

５ 合同企業訪問数
件

３０ ４６ 目標を達成した。

６ 補助金支援件数
件

１７ １９ 目標を達成した。

７
補助金支援による

新たな製品化数

件
３ ６ 目標を達成した。

８
新ふくい未来創造ネッ

トワーク会員数

指標８．新ふくい未来創造ネットワーク会員数につい
ては、「新ふくい未来創造ネットワーク」が発展的に
解消したことにより欠番とする

○人材育成・交流

指標
平成２７年度

目標

平成２７年度

実績
評価等

９
従事者研修受講者数（累

計）

名
１１，１００ １１，４３８目標を達成した。

１０
シニア人材技術承継研

修数

コース
１２ ９

現場ニーズに対応した
有益な研修を計画して
いく。

１１
海外からの研究者およ

び研修生の受入れ数

名
９０ ９４ 目標を達成した。
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（参考）

第４期中期事業計画の事業体系

研究開発

１ エネルギー・環境分野

ア レーザー技術を応用した除染技術、切断

技術の開発

イ 廃炉段階で役立つ情報の収集・整理・分

析と技術の開発

ウ 放射線計測技術の開発

エ 未利用エネルギー利用技術開発

オ 生物作用を利用した環境浄化・修復技術

の開発

２ 医療分野

ア 粒子線がん治療高度化のための生物応答

解明研究

イ 粒子線照射技術の高度化研究

３ 農業・生物分野

ア 植物・菌類のイオンビーム育種研究

イ 植物工場関連技術開発

４ 多様な分野の活動を支える技術開発

ア 加速器技術の開発・高度化

イ 加速器利用分析技術の開発・高度化

ウ 放射線場で利用される機器・材料の評価

技術開発

エ 材料技術の開発

産業支援

１ 技術・研究支援

ア 科学機器等の利用支援

イ 技術支援・相談

ウ 公募型競争的資金獲得

２ 新事業創出支援

ア 産学官ネットワーク形成の推進

イ 研究開発支援

ウ 県内企業の原子力関連業務への参入支援

人材育成・交流

１ 人材育成支援

ア 国際的な原子力人材の育成

イ 原子力関係業務従事者研修

２ 技術・研究交流

ア 海外研究機関等との研究交流

イ 関西・中京圏との連携の推進

ウ 国際会議等の開催・誘致

エネルギー研究開発拠点化計画の推進

拠点化計画推進の総合的なコーディネート
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１ 評議員会

（１）第４回臨時評議員会

日時及び場所等

    平成２７年５月１８日（月） 決議の省略

提案内容

・理事の選任について

    ・評議員の選任について

（２）第５回定時評議員会

日時及び場所等

平成２７年６月２６日（金） 福井県若狭湾エネルギー研究センター

付議事項

・第１号議案 平成２６年度事業報告書（案）について

    ・第２号議案 平成２６年度決算書（案）について

    ・第３号議案 評議員の選任について

    ・第４号議案 理事の選任について

    ・第５号議案 監事の選任について

（３）第６回臨時評議員会

日時及び場所等

    平成２８年３月２９日（火） 決議の省略

提案内容

・理事の選任について

    ・評議員の選任について

２ 理事会

（１）第７回臨時理事会

日時及び場所等

    平成２７年５月１９日（火） 決議の省略

   提案内容

    ・常務理事の選定について

庶 務 事 項
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（２）第８回通常理事会

   日時及び場所等

  平成２７年６月１０日（水） 福井県若狭湾エネルギー研究センター

付議事項

・第１号議案 平成２６年度事業報告書（案）について

・第２号議案 平成２６年度決算書（案）について

・第３号議案 第５回定時評議員会の招集について

・第４号議案 事務決裁規則の一部改正について

・第５号議案 内閣府への定期提出書類について

・第６号議案 事務局長の選任について

    ・報告事項  職務執行状況の報告について

（３）第９回臨時理事会

   日時及び場所等

  平成２７年６月２７日（土） 決議の省略

提案内容

・理事長の選定について

    ・専務理事の選定について

    ・常務理事の選定について

（４）第１０回通常理事会

   日時及び場所等

  平成２８年３月１６日（水） 福井県若狭湾エネルギー研究センター

付議事項

・第１号議案 平成２８年度事業計画書（案）について

・第２号議案 平成２８年度収支予算書（案）について

    ・報告事項  職務執行状況の報告について

（５）第１１回臨時理事会

   日時及び場所等

  平成２８年３月３１日（木） 決議の省略

提案内容

・専務理事の選定について

    ・事務局長の選任について


